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東京書籍 学校図書 三省堂 教育出版 光村図書 計
◎ 1 25 26
〇 12 1 12 1 26















































































東京書籍 教育図書 開隆堂出版 計
◎ 10 6 10 26
○ 14 5 7 26








採択① ② ① ②
国語 光村 三省堂 東書 光村 光村 三省堂 光村 光村
書写 東書 光村 三省堂 光村 光村 三省堂 東書 東書
地理 帝国 東書 東書 帝国 帝国 東書 帝国 帝国
歴史 帝国 東書 東書 帝国 東書 帝国 帝国 帝国
公民 帝国 東書 東書 帝国 帝国 東書 帝国 東書
地図 帝国 (東書)帝国 ― 帝国 東書 帝国 帝国
数学 大日本 東書 東書 啓林館 東書 啓林館 大日本 大日本
理科 東書 大日本 東書 大日本 東京 大日本 東書 東書
音楽 教芸 教出 教出 ― 教芸 教出 教芸 教芸
器楽 教芸 教出 教出 ― 教芸 教出 教芸 教芸
美術 光村 日文 開隆堂 日文 日文 光村 光村 光村
保体 東書 学研 大修館 学研 学研 東書 東書 東書
技術 開隆堂 東書 東書 開隆堂 東書 開隆堂 開隆堂 開隆堂
家庭 開隆堂 東書 東書 開隆堂 東書 開隆堂 開隆堂 開隆堂













































































































































































国語 東書 光村 東書 東書
書写 光村 光村 光村
地理 帝国 帝国 帝国
地図 帝国 帝国 帝国
歴史 帝国 東書 帝国 帝国
公民 帝国 東書 帝国 帝国
数学 啓林館 教図 啓林館 啓林館
理科 東書 （学図） （大日本） 東書 東書
音楽（一般） 教芸 教芸 教芸
（器楽） 教芸 教芸 教芸
美術 日文 （開隆堂）（光村） 日文 日文
保健体育 学研 大修館 学研 学研
技術 開隆堂 東京 開隆堂 開隆堂
































































国語 光村 東書 光村 東書
書写 光村 東書 光村
社会 東書 教出 東書
地図 帝国 東書 帝国
算数 東書 教出 東書 未定
理科 学図 東書 学図
生活 学図 教出 学図
音楽 教芸 東書 教芸 東書
図画工作 日文 開隆堂 日文
家庭 開隆堂 東書 開隆堂
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採択① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
国語 光村 光村 光村
書写 光村 光村 光村
地理 帝国 日文 東書 教出 帝国 帝国
歴史 帝国 帝国 帝国
公民 東書 帝国 教出 日文 育鵬 自由 清水 東書 東書
地図 帝国 東書 帝国 帝国
数学 東書 東書 東書
理科 東書 東書 東書
音楽（一般）教芸 教芸 教芸
(器楽) 教芸 教芸 教芸
美術 光村 光村 光村
保健体育 大日本 大日本 大日本
技術 東書 東書 東書
家庭 開隆堂 開隆堂 開隆堂







国語 光村 東書・学図 光村 光村
書写 光村 光村 光村
社会 東書 教出 東書 東書
地図 帝国 東書・学図 帝国 帝国
算数 東書 学図 東書 東書
理科 東書 学図 東書 東書
生活 東書 学図 東書 東書
音楽 教芸 教出 東書 教芸 教芸
図工 日文 開隆堂 日文 日文
家庭 開隆堂 東書・学図 開隆堂 開隆堂
保健 学研 光文 学研 学研
2011年，中新川採択地区教科用図書採択協議会
の答申を受け，教科書採択を行うため，滑川市教育
委員会の定例会が開かれた107。この定例会の会議
録を得るために，情報公開請求を行ったが，開示さ
れた資料は黒塗りの部分が大半を占め，情報が不明
な箇所が多い。しかし，中学校の音楽と国語の採択
については重点的に協議されたことが，開示された
部分から判明した108。
音楽の教科書について，選定委員会では教育芸術
社を推薦する声が大きかったが，ふるさと教材といっ
た点で滑川市出身の高階哲夫が作詞・作曲した「時
計台の鐘」が教育出版には記載されているが，教育
芸術社の教科書にはなかったため，教育出版の方が
良いのではないかと滑川市教育長からの意見があっ
た109。滑川市教育長は選定委員会において，音楽
の調査研究を担当した調査員にふるさと教育といっ
た観点からの質問をしたところ，調査員は「そのよ
うな観点では考えなかった。」と回答したという110
（この答弁が行われたと推察される選定委員会会議
録では，答弁の内容が非公開となっていた）111。
そして後日，ふるさと教育という観点から，滑川
市教育長がもう一度調査員に調査を命じ，改めて他
の3町村の教育長を訪問したところ，再調査の同
意を得て，音楽に関しては後日もう一度協議される
ことになった。その後，再度協議が行われ，「時計
台の鐘」が教育出版のものには掲載されているが，
総合的に見て教育芸術社の方が良いという結論に至
り，選定委員会は採択協議会に教育芸術社のものを
ふさわしい教科書として報告した112。
国語の教科書については，中新川地区における滑
川市以外の3人の教育長から東京書籍の方が良い
という意見が出たが，調査員から「3分の1の子
どもがついてこられないであろう」という発言があっ
たため，総合的には光村図書の方が良いという意見
に集約され，最終的には採択協議会の答申通りに採
択がなされた113。
富山市の場合とは異なり，中新川採択地区では，
採択協議会と教育長で構成される選定委員会の間で
意見が別れた際には，教育委員会で会議を行う前に，
再度調査員に調査を命じる場合があることも分かっ
た114。
中新川採択地区では，滑川市教育長がふるさと教
育という観点で，調査員に教科書の再調査を依頼し
ているが，このふるさと教育とは全国各地で推進さ
れている教育事業で，富山県においては，採択が行
われた前年の2010年にふるさと教育有識者懇談会
が行われていた。滑川市教育長の再調査依頼は，こ
の懇談会での議論を受けてのものだと考えられる。
この滑川市教育長の質問に対し，調査員はそのよ
うな観点では考えなかったと答えていることから，
調査員の意見だけではなく，教育委員（この場合，
教育長）が別の新たな観点を示したことは，重要で
ある。結果としては調査員の意見が優先され，教育
芸術社のものが採択されたが，この中新川採択地区
の事例は，教科書採択において現場教員以外の意見
が有効に機能するケースがあることを示唆している。
本章におけるこれまでの分析で明らかになったこ
とを整理すると，主に以下の6点となる。
ⅰ 採択協議会委員や調査員の，人数やメンバー
構成が，自治体ごとに異なっている。
採択協議会委員や調査員（あるいは調査研究員）
の人数やメンバー構成は各自治体の裁量に委ねられ
ている。1教科当たりの調査員の人数が最も多いの
は高岡市中学校の5名であり，富山市と射水市，
中新川採択地区は2～3名である。
この人数やメンバー構成が各自治体の裁量に委ね
られていることについて問題はないが，それ故に，
各自治体の規模や学校数に応じた構成を考えていか
ねばならない。いわゆる「平成の大合併」によって
自治体の規模は大きくなったが，元々はそれぞれが
異なる特性をもっていた地域が集まっているため，
教科書についても多様な意見が地域ごとに出てくる
ことが予想される。この点を鑑みると，学校現場の
意見を取り入れる上で，これら調査員の人数は現状
では少ないように思われる。
ⅱ どの採択地区においても，採択協議会委員に
保護者や地域住民の代表が含まれている。
今回調査を行った各採択地区の採択協議会は，保
護者や地域住民の代表の意見を取り入れることが可
能なメンバー構成になっている。
しかし，本研究で会議録等を分析した結果，保護
者や地域住民代表が採択協議会等で積極的に意見を
述べたり，質問したりすることはあまり見られなかっ
た。地域の意見を取り入れる仕組みはあるものの，
それが上手く機能していないのが現状である。
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ⅲ 中新川採択地区は共同採択地区であるため，
意見の集約を図るために選定委員会を設けてい
る。
舟橋村・滑川市を含む中新川採択地区は，採択協
議会と，教科書採択を決定するための教育委員会臨
時会（あるいは定例会）の他に，各教育長で構成さ
れる選定委員会を設けていた。これは，中新川採択
地区が4つの市町村で共同採択を行っているため，
市町村間で情報の共有を行い，議論の場を複数持つ
という点で，重要な役割を果たしている。
ⅳ 富山市立の学校では使用希望の教科書を推薦
書に書いて提出し，それが採択の際の参考資料
となる。
現場での経験を多く積んだ教員が任命される調査
員（富山市では調査研究員）の意見とは別に，学校
単位ではあるが，それ以外の教員からの意見を取り
入れようとする仕組みが，富山市では採用されてい
る。
ただし，あくまでもこの推薦書は採択の際の参考
資料であり，必ずしもこの推薦書の集計結果通りに
採択が行われるとは限らない。この推薦書に示され
た教科書は，各学校の教員が子どもの実態に沿って
選んだ教科書であるから，この推薦書の位置づけが，
教科書採択においてより重要なものとなることが望
ましい。
また，この推薦書を各学校が提出する仕組みは，
他の採択地区でも採用すべきである。
ⅴ 学校によって使用したい教科書が異なる。
（富山市）
富山市内各学校からの推薦書を集計した推薦結果
集計表から，当然のことながら，同じ採択地区内で
も学校によって使用したい教科書が異なるケースが
あることが分かった。地域が異なれば，それに応じ
て各学校や子どもの実態は異なるため，これは至極
当然の結果と言える。しかし，この当たり前のこと
を活かすことができないのは，現行制度の欠点と言
わざるを得ない。
ⅵ いずれの採択協議会においても，教科書の内
容についての活発な議論が行われていた。
教科書の調査研究内容を報告するために採択協議
会へ出席した調査員の意見の中には，「子供たちが
使いやすく，より良く学べるためには，どのような
点が工夫されているか」というような，教科書を教
員側の視点だけではなく，子どもの視点から述べた
ものが数多く見られ，こうした報告をもとに活発な
議論が行われていた115。
Ⅳ おわりに
本稿では，現行の教科書採択制度，特に富山県に
おける採択制度の仕組みとその実態について明らか
にしてきた。
ここでは，これまでの検証作業を通じて浮上して
きた教科書採択制度の問題点をいくつか指摘した上
で，より良い教科書採択の方法についての展望を持
ちたいと考えている。
まず，Ⅲ章ⅴで述べたように，学校ごとに使用し
たい教科書が異なるという実態がある。特に，Ⅲ章
（1）で確認したように，富山市の中学校家庭科教科
書については，推薦票の集計結果が東京書籍・開隆
堂出版・教育図書の3者で三分されていた。この
ような状況は，富山市に限らず，どの自治体でも起
こり得る。
また，共同採択地区では，Ⅲ章（5）の中新川採
択地区における中学校音楽教科書の事例で見られた
ように，自治体によって採択したい教科書が違うケー
スも出てきている。このような意見の相違を調整す
るためにⅢ章ⅲで述べた選定委員会が設置されてい
るわけだが，同委員会の設置は共同採択地区におけ
る意見調整の難しさを物語っているとも言える。
現行の教科書採択制度では，1つの採択地区で2
種類以上の教科書を採択することは不可能に近いた
め，採択に関しては学校間や自治体間（共同採択の
場合）の意見調整をできるだけ丁寧に行わなければ
ならないはずだが，特に学校間ではそうした丁寧な
調整が行われているとは言えない現状がある（問題
点1）。
子どもの実態に応じた教科書を選ぶ上で，こうし
た現状は改善されなければならない。各地域や各学
校には，それぞれ異なる子どもの実態がある。それ
故，地域間のみならず，学校間においても適切な教
科書を選ぶために意見調整を行うことは，教科書採
択における最重要事項の1つと言えよう。
次に，現場教員がどれだけ教科書採択に関わって
いるか，という点について検討を行う。
富山県における教科書採択に関する一考察
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Ⅰ章（2）やⅢ章で確認したように，採択協議会
で使用するための参考資料（調査意見書等）を作成
する調査員には，経験豊富な現場教員が多く選ばれ，
制度的には現場の声を採択に反映させるルートは一
定程度確保されている。
しかし，Ⅲ章ⅰで述べたように，富山県の場合，
この調査員の人数は1教科につき最大でも高岡市
の5名であり，現場からの多様な意見を教科書採択
のための調査研究に反映させているとは言い難い状
況にある（問題点2）。
こうした状況を改善する1つの方法として，Ⅲ
章ⅳで取り上げた，富山市の各公立小・中学校から
提出される教科書の推薦書が挙げられる。このよう
な推薦書によって，各学校に所属する教員の多様な
意見を，教科書採択に幾分かでも反映させる仕組み
を取り入れることは，有用である。こうした仕組み
は他の採択地区でも導入可能であり，より多くの地
域でこのような取り組みを行っていくことが肝要だ
と考える。
しかし，このような現場教員の意見を取り入れる
仕組みがあったとしても，Ⅲ章（1）で記述した富
山市の中学校公民教科書の事例のように，調査員や
採択協議会等から上がってきた意見が，採択を決定
する教育委員会臨時会で覆されてしまうこともあっ
た。
前述した問題点1・2にも関連するが，この事例
から，Ⅱ章で確認した富山県の採択基準の最重要部
分である「生徒の実態や地域の実情を踏まえて，…
教育課程に最も適した教科書を採択すること」が，
果たして実現できているのか，という大きな問題点
が浮かび上がってくる（問題点3）。
確かに，この「生徒の実態や地域の実情を踏まえ」
た教科書採択を行うため，Ⅲ章ⅰ・ⅱで述べたよう
に，自治体ごとに採択協議会委員等の人数やメンバー
構成が工夫されており，そのこともあってか，Ⅲ章
ⅵで触れたように，採択協議会では活発な議論が行
われている。
しかし，膨大な時間をかけて調査員が調査研究を
行って作成した資料を基に採択協議会で議論が重ね
られ，その結果出された答申が，前述した富山市の
公民教科書の事例では，教育委員会臨時会でのわず
か30分程度の議論で覆り116，答申とは別の教科書
が採択されたという事実は，現行の教科書採択制度
に重大な欠陥が存在することを示している。
さらに，この臨時会では，前述したように教育委
員の1人から，採択された公民教科書（東京書籍）
は「大きくて見やすい」とそのサイズをメリットと
して挙げる発言があったが，事前に行われた採択協
議会では，この大きさでは子どもが机で学習を行う
上で不都合であると，そのサイズを逆にデメリット
とする意見が出ていた117。
また，中新川採択地区の選定委員会では，これも
前述したように中学校国語教科書に関して，複数の
教育長から，調査員が推薦する光村図書とは別の教
科書の方が良いという意見が出されたが，説明のた
めに出席した調査員から，その教科書では「3分の1
の子どもがついてこられないであろう」との指摘が
あって，調査員が推薦する教科書がそのまま選定委
員会から採択協議会へ報告された事例も見られ
た118。
これらの事例は，教育委員会幹部の意向が強く働
き過ぎると，子どもの実態とかけ離れた教科書が採
用される危険性があることを示している。
八重山教科書問題でも，公民の教科書で，調査員
の意見では最も評価の低かった育鵬社の教科書が採
択されるという事態が起こった。子どもの学びを最
優先する現場教員の考えと，別の意図をもって教科
書採択に臨むことがある教育委員の考えのうち，後
者に重きが置かれる現行の採択制度は問題があると
言わざるをえない。
ここまでに指摘した問題点1～3や，上記の富山
市や中新川採択地区の事例を考え合わせると，教科
書採択は，生徒の実態や地域の実情を一番よく知る
学校現場に近いところで行われることが道理にかなっ
ており，そのためには現行の教科書採択制度を抜本
的に改めて，学校ごとか，あるいは数校規模での採
択を可能にするべきであろう。
ただし，抜本的な制度改革を直ちに実現すること
は不可能なので，経過措置として，より多くの現場
教員が教科書の調査研究に携わることができる制度
設計を，まずは考えていかねばなるまい。
前述したように，ILO・ユネスコの「教員の地位
に関する勧告」は，教科書採択に当たって教員が中
心的な役割を担うべきことを指摘しているが，我が
国の現状は，その指摘とはかなり遠いところに位置
している。
人々の考え方が多様化し，地域ごとに様々な問題
を抱える現代社会において教育活動を展開していく
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ためには，やはり子どもたちの実態や地域の実情を
踏まえた教科書の選定が行なわれなければならない。
戦後の1948年に文部省が出した「教科書検定に関
する新制度の解説」には，「教師達の意見を十分取
り入れ」て教科書の採択は行われるべきであると記
されている119。
今一度，この原点に立ち戻るべき時期に来ている
のではないだろうか。
現行の教科書採択制度において，現場教員が教科
書採択に携わる手段は，選定委員会における調査員
に任命されるか，富山市のように各校から集められ
る推薦票（推薦書）によって希望や意見を述べる以外
に確立されていない。選定委員会は多くの自治体が
取り入れているものの，その調査員の数に関しては，
地区内全域の意見を集約するためには不十分な採択
地区が多い。また，推薦票は実施している自治体そ
のものが少なく，教科書採択に関して意見を述べる
機会自体が無い教員がほとんどである。
さらに，現行の制度では，教育委員会に行政解釈
上の教科書採択権があるため，採択協議会で多くの
議論が交わされても，それが教育委員会の臨時会や
定例会で容易に覆ってしまう可能性があり，現実に
そのような事態が起こっている。
そもそも教育委員会制度における教育委員は，専
門家だけの判断によらず，広く地域住民などの意向
を反映した教育行政を実現するというレイマンコン
トロール（素人統制）の考えに基づいて選出された
人々であり，政治的中立性を確保することも求めら
れているはずである。
しかし，近年，教科書採択の場面では，特定の政
治的判断に基づいて，専門家集団による判断を退け
るケースがしばしば見受けられるようになってきた。
選定委員会における調査員や各学校の推薦票は，
現行の教科書採択においては学校や教員の「教科書
選定意思」を反映させる制度であるとともに，市町
村教育委員会の教育委員が全ての教科書に目を通す
ことは事実上不可能であることから，これらの制度
無くして教科書の採択は成り立たない。
Ⅰ章（1）で引用した兼子の条理解釈では，市町
村教育委員会による採択は，教員の教育権や，それ
に付随する教科書選定権を侵害するものであっては
ならないとされたが，採択協議会の答申を市町村教
育委員会で覆すケースは，まさに教員の教育権や教
科書選定権を侵害するものである。
中新川採択地区の事例で見られたように，現場教
員以外の視点が教科書採択において有効に機能する
可能性も考えられるが，地方分権や学校現場への権
限委譲が求められるようになってきた昨今の状況に
おいては，子どもの実態を一番理解している現場教
員の「教科書選定意思」を最大限に尊重するような
教科書採択制度を実現させるべきである。
なお，残された課題として，本稿では富山県に絞
り込んで教科書採択の実態について検証を行ったが，
今後は他の都道府県でも同様の調査を行うべきであ
ろう。調査対象を広げることで，共通の問題点や，
自治体独自の問題点を確認することができるので，
新たな改善策を検討することも可能となる。
また，その改善策についても，本稿では具体的な
内容をほとんど提示することができなかった。この
点も，今後の課題としたい。
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